
▷平成29年度国民年金保険料額
　平成29年度の国民年金保険料は、月々16,490円と
なり、これまでより月々230円の増額となりました。
　給付と負担のバランスを保ちながら調整を行ってい
ますので、ご理解をお願いします。
▷学生納付特例制度
　学生であっても20歳以上の方は国民年金に加入し
なければなりません。申請により承認されると在学中
の保険料の納付が猶予される学生納付特例制度があり
ます（本人の所得制限有）。
　同制度は、毎年度申請が必要ですが、学生納付特例
の承認を受けている人で、翌年度以降も引き続き在学
予定の人には、はがき形式の申請書が日本年金機構か
ら送付されます。学生納付特例の申請をする場合は、
はがきに必要事項を記入し、返送してください。
　なお、4月中旬を過ぎてもはがきが届かない場合は、
市役所、各総合支所で申請してください。申請を行わ
ず、保険料が未納のままだと、不慮の事故や病気によ
り障害が残ったときに、障害基礎年金等を受けること
ができなくなりますのでご注意下さい。
＊ 学生納付特例期間は、老齢基礎年金の受給資格要件
には算入されますが、年金額には反映されません。
10年以内であれば保険料をさかのぼって納めるこ
とができますが、３年目以降は、当時の保険料に加
算金がつくので、追納はお早めにお願いします。
申 請に必要なもの…年金手帳、学生証または在学証明
書、印鑑（認印で可）、雇用保険離職票等（会社等を
退職し学生になった方）
問…国保年金課　内線2332

　固定資産の課税（固定資産税・都市計画税）の基礎と
なる価格等をあらかじめ所有者に確認していただくた
め、平成29年度土地価格等縦覧帳簿および家屋価格
等縦覧帳簿を縦覧に供します（路線価格等の公開もし
ています）。
　登録されている価格に不服がある場合は、固定資産
課税台帳に登録すべき固定資産の価格等のすべてを登
録した旨を公示した日から納税通知書の交付を受けた
日後３カ月を経過する日までの間に固定資産評価審査
委員会に審査の申し出をすることができます。
対 象…昨年中に土地・家屋を所有権移転した方、家屋
を新築・増築・取得した方等、全ての納税者
＊ これから家屋の新築・増築・取り壊しをする場合は、
ご連絡をお願いします。
縦覧期間…４月３日㈪～５月31日㈬（閉庁日を除く）
縦覧時間…８：30～17：15
縦覧場所
　五所川原地区　税務課　内線2223
　金木地区　金木総合支所総合窓口係　内線3114
　市浦地区　市浦総合支所総合窓口係　内線4014

　五所川原地域ブランド推進協議会では、市の特産品
の売込みを積極的に支援する事業を実施します。

　地域農林水産物を活用した優れた商品を募集します。
製造者の自慢の逸品をご応募ください。
対象商品
▷ 市内で生産または加工されたもの。あるいは市内で
生産された材料を主原料として製造された加工品
▷継続して生産販売できるもの（季節限定は可）
▷食品衛生関係の法令などに違反していないもの
▷他の類似商品との優位性が認められるもの
応募資格
▷市内に事業所を有する企業・団体または個人事業主
▷市税等を滞納していないこと
▷ PL保険(生産物賠償責任保険)等に加入していること
認定のメリット
▷ 認定証の交付および認定商品にブランドマークを貼
付する事ができます
▷活動助成金やＰＲ支援などを受けられます
申 込み…５月19日㈮までに、観光物産課で配布、ま
たは市ホームページに掲載する申請書に必要事項を
記入の上、お申し込みください。
申込先…観光物産課　内線2558

　地域ブランド推奨品目と位置づけた11品目につい
て、生産団体自らが行う販路拡大や特別栽培など、他
地域と差別化を図ることができると認められる活動を
支援します。
推 奨品目…りんご「トキ」／赤～いりんご「御所川原」
／トマト／つくね芋／輪菊／そば／ヒバ／しじみ貝
／黒毛和牛／金木産馬肉／大豆
助 成対象者…市内に住所を有する生産団体・企業で、
市税等を滞納していないもの
助成対象額…対象経費の５分の４を助成（上限30万円）
申 込み…５月19日㈮までに、観光物産課で配布、ま
たは市ホームページに掲載する申請書に必要事項を
記入の上、お申し込みください。
申込先…観光物産課　内線2558

　地域資源を活用した商品を作りたい、商品ラベルを
変えたい、経営指導をお願いしたいなどお悩みの企業
に、専門アドバイザーが訪問して直接指導します。
対象…市内に事業所を有する企業・団体
　　　または個人事業主
経費…無料
申込先…観光物産課　内線2558

国民年金保険料について

縦覧帳簿であなたの固定資産を確認できます

特産品の生産・売込みを支援します

五所川原地域ブランド認定商品を募集します

ブランド推奨品目のチャレンジ活動を支援します

専門アドバイザーが企業を訪問指導します
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